
 

函館市学校等給食食材購入費支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第 1条 この要綱は，食材の価格高騰が継続していることを受け，給食費の保護者負担の軽

減を図り，函館市学校設置条例（昭和３９年函館市条例第２８号）第２条に規定する市立

学校（高等学校を除く。以下同じ。）の児童，生徒および園児（以下「児童等」という。）

に栄養バランスの良い給食を提供し，もって児童等の健康増進および食育の推進に資する

ため，給食の食材購入経費を支援する補助金の交付に関し，必要な事項を定めるものとす

る。 

（補助金の交付対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は，給食を実施する市立学校の校長または園長（以下「校長等」

という。）とする。 

（補助金の交付単価） 

第３条 補助金の交付単価は別表に掲げる額とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は，前条の補助金の交付単価に児童等に提供するために食材購入した給

食の食数の合計を乗じた額とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする校長等は，学校等給食食材購入費支援補助金交付申

請書（別記第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により申請を行う場合の給食の食数の合計は，前条の規定にかかわらず，補

助金の交付を受ける日の属する年度の４月１日時点における児童等の予定人数に，当該年

度の児童等への給食実施予定回数を乗じて得た食数を上限とする。 

 （補助金の交付決定変更申請） 

第６条 補助金の交付決定後に補助事業等の内容等に変更が生じたときは，学校等給食食材

購入費支援補助金交付決定変更申請書（別記第１号様式の２）を市長に提出しなければな

らない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は，第５条または第６条の申請があったときは，当該申請に係る書類の審査お

よび必要に応じて行う現地調査等により，当該申請の内容を調査し，補助金の交付の適否

を決定するものとする。 

２ 市長は，前項の調査により補助金を交付すべきと認めたときは，予算の範囲内で速やか



 

に補助金の交付を決定し，学校等給食食材購入費支援補助金交付決定通知書（別記第２号

様式）により，校長等に通知するものとする。 

３ 補助金は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６２条第３項に基づく概

算払とし，市長は，前項の通知後，速やかに交付するものとする。 

４ 市長は，補助金の交付の決定をする場合において必要があると認めるときは，補助金の

交付の申請に係る事項について修正を加えて補助金の交付の決定をすることができる。 

５ 市長は，第１項の調査により補助金等の交付をすることが適当でないと認めるときは，

速やかに校長等にその旨を通知するものとする。 

（補助金の交付条件） 

第８条 市長は，補助金の交付の決定をする場合において，補助金の交付の目的を達成する

ため必要と認める条件を付することができる。 

（事情変更による決定の取消し等） 

第９条 市長は，補助金の交付の決定をした場合において，その後の事情の変更により特別

の必要が生じたときは，補助金の交付の決定の全部もしくは一部を取り消し，またはその

決定の内容もしくはこれに付した条件を変更することができる。ただし，補助事業のうち

既に経過した期間に係る部分については，この限りでない。 

２ 市長が前項の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は，天災地変

その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部または一部を継続

する必要がなくなった場合に限るものとする。 

３ 第７条第２項の規定は，第１項の規定による取り消しまたは変更をした場合について準

用する。 

（実績報告） 

第１０条 校長等は，補助金の交付を受けた日の属する年度の給食が終了したときは，学校

等給食食材購入費支援補助金実績報告書（別記第３号様式）により速やかに市長に報告し

なければならない。 

２ 前項の報告書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 児童等に給食を提供するために食材購入した食数を確認できる書類 

(2) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１１条 市長は，前条の規定により実績報告書の提出を受けた場合においては，当該報告

書の書類の審査および必要に応じて行う現地調査等により，当該報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付の決定の内容およびこれに付した条件に適合するものであるかどうか



 

を調査し，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，学校等給食食材購

入費支援補助金の額の確定通知書（別記第４号様式）により，校長等に通知するものとす

る。 

（是正のための措置） 

第１２条 市長は，第１０条の実績報告書により報告を受けた場合において，当該報告に係

る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容およびこれに付した条件に適合しないと

認めるときは，当該補助事業につき，これらに適合させるための措置をとるべきことを当

該校長等に対して命じることができる。 

２ 第１０条の規定は，前項の規定による命令に従って行う補助事業について準用する。 

（決定の取消し） 

第１３条 市長は，校長等が，補助金を他の用途に使用し，その他補助事業に関して補助金

の交付の決定の内容またはこれに付した条件その他この要綱またはこれに基づく市長の

措置に違反したときは，補助金の交付の決定の全部または一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

３ 第７条第２項の規定は，第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，補助事業の当該取消し

に係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ず

るものとする。 

２ 市長は，校長等に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える 

 補助金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ずるものとする。 

（関係書類の備付け） 

第１５条 校長等は，当該補助事業について関係書類を備え，これを整理しておかなければ

ならない。 

２ 前項の書類については，当該補助事業の終了の日の属する年度の翌年度の初日から５年

間保存しなければならない。 

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

 

  



 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は，令和４年６月８日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 第５条第２項中，「当該年度の児童等への給食実施予定回数」とあるのは，令和４

年度においては「８月２５日以降の児童等への給食実施予定回数」とする。 

 （令和５年度中の食材費高騰に対する補助金の加算） 

第３条 令和５年度中の食材費高騰に対応するため，別表に掲げる補助金の交付単価に，次

の表に掲げる額を加算することができる。 

区 分 補助金の交付単価の加算額 

市立小学校（市立義務教育学校の前期課程を含む。） １食あたり７円 

市立中学校（市立義務教育学校の後期課程を含む。） １食あたり８円 

函館市立戸井幼稚園 １食あたり８円 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和４年１２月２６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 別表に掲げる補助金の交付単価の額は，令和５年度から適用し，令和４年度については，

なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和５年６月２２日から施行する。 

 （補助金の交付単価の加算） 

２ 附則第３条で規定する補助金の交付単価の加算は，令和５年８月２４日から適用する。 

 （経過措置） 

３ 令和５年度中の食材費高騰に対応するための交付決定変更申請のうち，７月２４日まで

実施する給食については，「在籍児童等の数」は，「４月１日時点における児童等の予定人

数」，「給食実施予定回数」は，「７月２４日までの児童等への給食実施予定回数」とし，

８月２４日以降に実施する給食については，「在籍児童等の数」は，「４月１日時点におけ

る児童等の人数」，「給食実施予定回数」は，「８月２４日以降の児童等へ提供する給食実

施予定回数」とする。  



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和６年３月１１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 別表に掲げる補助金の交付単価の額は，令和６年度から適用し，令和５年度については，

なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和７年３月２４日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 別表に掲げる補助金の交付単価の額は，令和７年度から適用し，令和６年度については，

なお従前の例による。 

 

  



 

別 表（第３条関係） 

区 分 補助金の交付単価 

市立小学校（市立義務教育学校の前期課程を含む。） １食あたり７２円 

市立中学校（市立義務教育学校の後期課程を含む。） １食あたり８３円 

函館市立戸井幼稚園 １食あたり７０円 

 

  



 

別記第１号様式（第５条関係） 

 

令和  年度（   年度）学校等給食食材購入費支援補助金交付申請書 

 

令和  年  月  日 

 

函館市長        様 

申請者 

                      所 在 地 

                      学 校 名 

                      代表者職氏名 

 

補助事業の名称    学校等給食食材購入費支援事業       

 

 上記の補助事業に関し，補助金の交付を受けたいので，函館市学校等給食食材購入費支援

補助金交付要綱第５条の規定により申請します。 

 

記 

１ 児童等への給食提供の開始および終了の予定期日 

   開 始  令和  年  月  日 

   終 了  令和  年  月  日 

 

２ 補助金交付申請額 

補助金の交付単価 

（円） 

Ａ 

児童等に提供 

する給食の食数 

（食） 

Ｂ＝Ｃ×Ｄ 

  補助金交付申請額 

（円） 

Ｅ＝Ａ×Ｂ 

在籍児童等の数

（人）Ｃ 

給食実施予定回数 

（回）Ｄ 

     

 

  



 

別記第１号様式の２（第６条関係） 

 

令和  年度（   年度）学校等給食食材購入費支援補助金交付決定変更申請書 

 

令和  年  月  日 

 

函館市長        様 

申請者 

                      所 在 地 

                      学 校 名 

                      代表者職氏名 

 

補助事業の名称    学校等給食食材購入費支援事業       

 

 令和 年 月  日付けで補助金の交付決定を受けた上記の補助事業について，その内容

等に変更が生じましたので，函館市学校等給食食材購入費支援補助金交付要綱第６条の規定

により，申請します。 

 

記 

（児童等への給食提供の終了の予定期日） 

   変更前  令和  年  月  日 

   変更後  令和  年  月  日 

（補助金交付申請額） 

補助金の交付単価 

（円） 

Ａ 

児童等に提供 

する給食の食数 

（食） 

Ｂ＝Ｃ×Ｄ 

  補助金交付申請額 

（円） 

Ｅ＝Ａ×Ｂ 

在籍児童等の数

（人）Ｃ 

給食実施予定回数 

（回）Ｄ 

     

     

※補助金の交付単価別に記載する。             合計       円 

※上段は，すでに交付決定を受けた交付単価，下段は，変更後の交付単価を記載する。 

※  変更のない事項は，記載を省略することができる。 

  



 

別記第２号様式（第７条関係） 

 

令和  年度（   年度）学校等給食食材購入費支援補助金交付決定（変更）通知書 

 

令和  年  月  日 

 

様 

函館市長             

 

補助事業の名称    学校等給食食材購入費支援事業       

 

 令和  年  月  日付けで（変更）申請のあった上記の補助事業に係る補助金の交付

については，内容審査の結果，次のとおり（変更）決定したので，函館市学校等給食食材購

入費補助金交付要綱第７条の規定により通知する。 

 

記 

１ この補助事業の補助金の額は，次のとおりとする。 

  補助金の額（変更前）    金          円 

       （うち交付済額  金          円） 

       （変更後     金          円） 

       （うち今回交付額 金          円） 

 

２ この補助事業の終了期日は，令和  年  月  日とする。 

 

３ 補助金等の交付予定時期は次のとおりとする。 

 

  函館市学校等給食食材購入費補助金交付要綱第７条の規定により，次のとおり概算払い 

とする。 

 

   月   金              円 

 

※ 括弧内の記載事項は，変更申請の場合に記載する。  



 

４ 次の条件を承知されたい。 

(1) この通知に係る補助金等の交付の決定の内容またはこれに付された条件に不服があ

るときは，文書をもって当該補助金等の交付の申請を取り下げることができる。 

  (2) 次の場合には，速やかに市長に報告して，その承認または指示を受けること。 

  (ｱ) 補助事業等を中止し，または廃止する場合。 

(ｲ) 補助事業等が予定の期間内に終了しない場合または補助事業等の遂行が困難と 

なった場合。 

  (3) この補助金等の交付の決定後における事情の変更により特別の事情が生じたときは，

この決定の全部もしくは一部を取り消し，またはこの決定の内容もしくはこれに付した

条件を変更することがある。 

  (4) 補助事業等の遂行にあたっては，この内容の決定およびこれに付した条件に従い，善

良な管理者の注意をもってこれにあたること。 

 (5) 補助金は校長等が管理する学校給食費会計に充当し，補助金の交付を受けた日の属す

る年度に保護者に求める学校給食費は，必要に応じて補助金相当額を減額するなどの調

整を行うこと。 

  (6) 補助事業等の遂行の状況に関し，必要に応じ，報告を求め，調査をすることがある。 

  (7) 補助事業等が終了したときは，学校等給食食材購入費支援補助金実績報告書により速

やかに市長に報告しなければならない。 

  (8) 次のいずれかに該当するときは，この補助金等の交付の決定の全部または一部を取り 

消し，当該取り消しに係る部分に関し，すでに補助金等が交付されているときは，期限

を定めて，その返還を命ずることがある。この場合，補助金等の額の確定後においても

同様とする。  

  (ｱ) この補助金等を他の用途に使用したとき。 

  (ｲ) この補助金等の交付の決定の内容またはこれに付した条件に違反したとき。 

  (ｳ) 法令または函館市学校等給食食材購入費支援補助金交付要綱に基づく市長の措置 

に違反したとき。 

  (ｴ) 天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情変更により，補助金等の全部 

または一部を継続する必要がなくなったとき。 

  (ｵ) 虚偽の申請その他不正な行為があったとき。 

(9) 補助事業等により取得し，または効用の増加した財産を，市長の承認を受けないで補

助金等の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，または担保に供して

はならない。 

 (10)補助金の交付を受ける者は，この補助事業等について関係書類を備え，これを整理し

ておくとともに，この補助事業等の終了の日の属する年度の翌年度の初日から５年間保

存しなければならない。 

  



 

別記第３号様式（第１０条関係） 

 

令和  年度（   年度）学校等給食食材購入費支援補助金実績報告書 

 

令和  年  月  日 

函館市長        様 

報告者 

                      所 在 地 

                      学 校 名 

                      代表者職氏名 

 

補助事業の名称    学校等給食食材購入費支援事業     

 

令和  年  月  日付けで補助金の交付決定（変更）を受けた上記の補助事業につい

て，函館市学校等給食食材購入費支援補助金交付要綱第１０条の規定により，次のとおり報

告します。 

記 

１ 児童等に給食を提供した期間 

  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで 

 

２ 補助金の額 

補助金の交付単価 

（円）Ａ 

児童等に提供するために 

食材購入した 

給食の食数（食）Ｂ 

補助金の額 

（円）Ｃ=Ａ×Ｂ 

   

   

※ 補助金の交付単価別に記載する           合計        円 

※ 上記Ｂの実績等を確認できる書類  別紙のとおり 

   

３ 補助金の領収済額  金              円 

 

４ 補助金の残額    金              円 

 

※ 括弧内の記載事項は，交付決定変更を受けた場合に記載する。 

  



 

別記第４号様式（第１１条および第１４条関係） 

 

令和  年度（   年度）学校等給食食材購入費支援補助金の額の確定通知書 

 

令和  年  月  日 

様 

函館市長             

 

補助事業の名称    学校等給食食材購入費支援事業       

（事業の終了期日 令和  年  月  日） 

 

令和  年  月  日付けで実績報告のあった上記の補助事業については，函館市学校

等給食食材購入費支援補助金交付要綱第１１条の規定により，次のとおり補助金の額を確定

したので通知する。 

 

また，補助金の交付済額が補助金の額の確定額を超えていることから，同要綱第１４条第

２項の規定に基づき，次のとおり補助金の返還を命ずる。 

記 

補助金の確定額    金             円（Ａ） 

補助金の交付済額   金             円（Ｂ） 

補助金の返還額    金             円（Ｂ－Ａ） 

 （うち交付単価  円分 金             円） 

 （うち交付単価  円分 金             円） 

補助金の返還期日  令和  年  月  日 

 

※ 補助金の交付単価が複数の場合，返還額の内訳を記載する。 

※ 括弧内の記載事項は，返還を命ずる必要がない場合には省略することができる。 

 


